野宿者について

０３E１２３　岩城李香

近年、日本において野宿者の問題に対するニュースや記事が多く見られるようになった。今では、野宿者の人々が都市内部の限られた空間だけでなく、大都市全域、さらには大都市周辺の都市や地方の都市にまでみられるようになってきており、地域住民と野宿者との問題も多くみられ問題になっている。以前より野宿者が多く存在する大都市はもちろんのこと、全国の地方自治体などでも野宿者の問題に対する動きも活発化している。野宿者と地域住民との問題をもとに論文を書くことにした。

１章　市民から見た野宿者

市民にとって野宿者とは身近な存在である。大阪市立大学が市民への意識調査を行ったところ、一年以内にさかのぼって野宿者の人をよく見かけた人は８割弱。これにときどきまれにみかけた人を合わせることとなるとほとんどの人が見かけた経験を持っている。つまり、市民と野宿者との距離は極めて近接しているということになる。しかし、会話を交わした、嫌がらせをした、またはされたなどとの接触や交渉をもった人は１割強。ここでは残りの９割弱のかかわりを持たない人々に注目すると、多くの市民にとって野宿者とは社会的に遠い存在ということになる。

このように市民と野宿者との社会的な距離が大きいのは、関わる機会がなかったというよりもむしろ市民と野宿者の人々のお互いが距離を保ってきた結果だといえよう。ただ、私たちは街中で知らない人とすれ違う時にもある程度の距離を保とうとするが、野宿者に対するそれは市民とは異なったカテゴリーで認知しているためと考えられる。
大阪市立大学の市民意識調査によると、野宿者についての情報を入手する主要な情報源は新聞・雑誌・テレビ・ラジオなど。現在ではインターネットなども含まれる。野宿者自身や専門書、ボランティア、学校などを通して情報を得たことがある人はほとんどいない。

ここで問題となるのは、マスメディアから得られる情報は、より間接的であり、さらにそれには様々な歪みが生じる。多くの市民は身近な野宿者と接触や交渉をほとんど持たない一方で、そうしたことにより間接的な情報からの影響は受けるのである。だが私たちがマスメディアを通じて得る情報は、情報の送り手が志向する何らかの意味を含んでいる。そのため、ある問題には様々な争点があるのにもかかわらず。特定の争点を強調するあまり、肝心な核心が読者や視聴者にとって見えにくくなる場合がある。
市民が野宿者を知る機会はマスメディア以外にも野宿者の外見がある。身なりや所有物、しぐさ、行動などから知ることも少なくない。外見も野宿者を知る際の重要な材料である。

市民は野宿者にあるイメージを持ち、それを通して野宿者を認知している。市民が野宿者にもつイメージは「不健康」「汚い」が７割弱、「怠け者」が５割強である。以下「無気力」「孤独」「こわい」「みじめ」「酔っ払い」「自業自得」「気楽」「かわいそう」と続く。「不器用」「苦労してきた」「頑張ってる」「正直」は１割を切る。ここから多くの市民は野宿者に主に否定的なイメージをもちがちであることがうかがえる。ただし、多くの市民にとってそうしたイメージは、野宿者との接触や交渉を介して得られたものではない。
市民の考える野宿者にいたった原因は、「不景気で仕事がないから」が最も多く、「働くのがいやだから」「本人が望んだ」「商売や事業に失敗した」と続く。「不景気で仕事がないから」の回答率が他に比べて極めて高いことの背景には、マスメディアによる影響が考えられる。野宿者の増加に対する報道の多くは「不景気だから野宿者が増える」と説明する。注目したいのは、それについで多い「働くのがいやだから」「本人が望んだから」であり、市民の多くが、野宿者の原因を本人に求めていることである。先に示した市民が付与する野宿者のイメージと野宿者になるまでに至った原因は並列した関係にある。野宿者をかわいそう、弱者と思う市民は野宿者の原因を失業、疾病、高齢などのやむを得ない状況によるものと考える一方、邪魔者、怠け者、こわいなど否定的はイメージをもつ市民は野宿者の原因を本人の責任ととらえる傾向がある。つまり、市民によって野宿者は一定のイメージによって一方的に把握されていると同時に、野宿者の原因もそれに対応して推測されている。回答パターンを「本人による責任」と「やむを得ない」の二つに分けてみる。「働くのがいやだから」「本人が望んだ」を「本人による責任」。「不景気で仕事がない」「商売や事業に失敗した」「病気やけがのため」「高齢で働けなくなった」「身寄りがない」を「やむを得ない」に振り分ける。この二つの選択パターンを示すと、全体の半数以上の市民が、野宿者に至った原因として両方のカテゴリーに属する選択肢を選んでいる。この二つの原因論で語られる野宿者像はまったく意味が異なるにも関わらず、多くの回答者によってこの二つの意味が同時に選択されている。このことは市民の過半数以上が野宿者を複数の像でとらえていることを意味している。野宿者にはやむを得ない事情で野宿を余儀なくされているかわいそうな人もいるが、一方で本人が怠け者であるがために、あるいは野宿生活が好きだから、自業自得で野宿生活している人もいるといった具合である。「最近、不況による倒産、リストラで野宿者が増えています」といったテレビ報道に接したときに多くの市民は苦労している、かわいそうだという気持ちになるだろう。何者かに野宿者が暴行された事件を知った時には、弱者に対してむごいことをするという感情を抱くだろう。また一方で、昼間から外で寝ている野宿者を見て怠惰だと感じる人がいるかもしれない。大量のアルミ缶を台車に乗せて自宅付近を歩いている野宿者を見かけたとき、街の美観が損なわれて汚い、邪魔だと感じる人もいるだろう。普段は身近であっても交流することのない野宿者に対して、接する場面ごとに異なった感情を持つことは、ある意味で自然な行為のようにも思われる。しかしそうした異なった認識の使い分けが、実態に基づくことなく自然に行われていること自体に問題をはらんでいる。マスメディアを通して知る野宿者の姿に同情しつつも、身近にいる野宿者を不快に感じてしまう。推測による野宿者認識は市民の志向する野宿者問題の解決策とも無縁ではないのである。
問題解決の方向性として、市民意識調査ではシェルター建設、市民ボランティア、仕事の斡旋･紹介という三つの対応策への賛否を調べた。
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[image: image2.emf]市民ボランティア
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[image: image3.emf]仕事の斡旋・紹介
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特徴的なのは三つの対応策ともに「適切かつ有効」が極めて少なく、無条件に賛成していないことである。個々の対応策だけでは直接、野宿問題の解決につながるとは考えにくいことが一因としてあるだろう。しかしそれだけではない。おおむね把握された傾向は、野宿の原因をやむを得ないと考えている人は支援施策に肯定的であり、本人の責任と考えている人は否定的だった。市民は対応策に対する見解を「野宿者認識」とパラレルに回答している。しかし、複数の野宿像をもつ市民はシェルター建設、市民ボランティアに無条件に賛成する傾向は低いが、かといって特定のほかの意見に集中するわけでもない。この結果は彼らにとって、これらの対応策を明確に判断することが難しいことを示している。つまり、かわいそうな野宿者には何らかの支援をすべきだと考える一方で、同じ支援を怠け者、じゃま者の野宿者にすることには抵抗があるということである。多くの市民は野宿者一般への対応策について見解を明確に示せないでいる。そのため回答が条件付の賛成、または反対へと判断がばらつき、回答に方向性がない。方向性があるとすれば無条件に賛成しないという一点である。また「仕事の斡旋･紹介」では、「本当に仕事がしたいと希望している野宿者や高齢で仕事を見つけるのが困難な野宿者だけを対象にして、仕事を斡旋･紹介すべきだ」という意見調査項目に対する回答結果は、複数の野宿者像をもつ市民が回答する傾向にある。「支援に値する者だけに支援すべきだ」は、それ自体が相反する野宿者像を併せ持つ意見項目である。彼らにとって、やむを得ない状況で野宿に至った人は、「救うに値する人」であり、本人の責任で野宿した人は「救うに値しない人」と解釈されたといえる。結論すると、対応策に無条件の肯定意見が少なかった背後には、半数以上の市民が複数の野宿者像をもっていることが事実にある。相反する野宿者像をあわせもつがゆえに、対応策に明確な見解を示すことが困難になり、条件付の肯定、否定へと意見がばらつくのである。この結果は市民の中で野宿者問題解決の方向性が取れていないことを示しており、また市民の推測に基づく野宿者認識が、志向する野宿者問題の解決の方向性に対応する形で作用していることを示している。野宿者の実態は支援施策を緊急に必要とする状況にある。しかし市民の野宿者に対する状況はそれを容易にはさせてくれないようだ。私たちの社会にある様々な情報源は野宿者についての情報にいろいろな意味をつけて発信する。野宿者認識はそうした情報から影響を受けやすい。読み手や聞き手になる私たちが現実であるのかどうかを判断することが求められる。その試みが野宿問題を実態に基づいて考えることに繋がるだろう。推測ではなく、野宿者の実態をまず知ろうとすることが、私たちは初めて考えるスタートラインに立つことができるのではないだろうか。
２章　野宿者の実態
· 野宿者の背景
１９９０年代に入り、バブルが崩壊し、日本経済が低迷を始めた頃から、駅や公園、河川敷、道路などで寝る人が目立ち始めた。これらの人の中には、小屋がけをする人もおり、一部の公園や河川敷に多数のブルーシートの小屋が集中する光景が見られるようになっていた。
１９９０年代前半には、大都市での増加が顕著で、それぞれの自治体によって、路上生活者、屋外生活者、住所不定者、野宿生活者などという呼称が使われるようになった。中核都市をはじめ、ほとんどあらゆる都市で野宿生活者が現れ、増加する事態を受けて、１９９９年、政府がこの問題に取り組むために「ホームレス問題連絡会議」という名称の機関を設置し、「ホームレス」という語を採用した。同年５月には「ホームレス問題連絡会議とりまとめ」として「ホームレス問題に対する当面の対応策について」を閣議決定した。「当面の対応策について」ではホームレスに至る要因として、以下のような認識を示している。「ホームレスに至る大きな要因としては失業であるが、社会生活への不適応、借金による生活破綻、アルコール依存症等の個人的要因によるものも増加し、これら社会経済的背景や個人的要因が複雑に絡み合っているものと考えられる。」課題としては、次の三点が挙げられている。

「1 生活維持が困難－雇用機会の減少や失業等により、十分な収入を得ることができず、生活の維持が困難な状況にある中で、身元を確認することができない者も多いなど、必ずしも生活保護等の行政サービスの適用対象となっていない。②健康状態の悪化－結核や赤痢患者が発生するなど、長期にわたる野宿生活により健康状態が不良又は悪化している者が多く見られる。③地域への影響－公園等の公共施設の占拠により、住民がこれらの施設を利用できなくなる一方で、環境衛生の悪化等による感染症の蔓延のおそれがあるなど、地域住民が不満や不安を募らせている事態となっている。」
具体的施設の方向としては、①総合的な相談・自立支援体制の確立、②雇用の安定、③保健医療の充実、④要援護者の住まい等の確保、⑤安心・安全な地域環境の整備、が挙げられている。しかし、当面の対応策のうち、自立支援事業のあり方に焦点をあてて研究する「ホームレスの自立支援方策に関する研究会」が、１９９９年７月から開催されたように、限られた少数を対象とする「自立支援センター事業」を重視して先行実施する傾向が強く、野宿生活者全体に響く対策は実行されない状況が続いた。２０００年７月に開催された第一回「社会的な援護を要する人々に対する社会福祉のあり方に関する検討会議」では、社会福祉制度の網の目から落ちてくる層の具体例に、「社会的・経済的に孤立をする人。中でも大都会で孤独死するといったような事例。さらにホームレスや、大都市にあるスラム街の問題」を挙げ、１２月の同検討会の報告書では、「貧困や失業問題は外国人労働者やホームレス、中国残留孤児などのように、社会的排除や文化的摩擦を伴う問題としても現れている。」とし、ホームレス問題を「社会的排除の問題」と位置づけ、社会の構成員として包み支えあうことの重要性を提起している。さきの「当面の対応策について」は、フォローアップが予定されていたが、実行されないまま相当期間が経る中、自治体や運動団体などから「対策法」の要求が続出し、与野党でも「ホームレス問題ワーキングチーム」の活動が始まって、多少の紆余曲折はあったが、２００２年には「ホームレスの自立の支援等に関する特別措置法」が制定された。この法律は、自立の意思がありながらホームレスとなることを余儀なくされた者が多数存在し、健康で文化的な生活を送ることができないでいるとともに、地域社会とのあつれきが生じつつある現状にかんがみ、ホームレスの自立の支援、ホームレスとなることを防止するための生活上の支援等に関し、国等の果たすべき責務を明らかにするとともに、ホームレスの人権に配慮し、かつ、地域社会の理解と協力を得つつ、必要な施策を講ずることにより、ホームレスに関する問題の解決に資することを目的としている。そして２００３年７月には、「ホームレスの自立の支援等に関する基本方針」が策定された。
· 野宿者の人数と実態
	　　　2001年9月末調査（厚生労働省）
ホームレス概数

	全国
	24，090人

	大阪
	8，660人
（但し1999年度）

	東京
	5，600人

	名古屋
	1，318人

	川崎
	　　901人

	横浜
	　　602人

	京都
	　　492人

	神戸市
	　　341人

	福岡市
	　　341人

	広島市
	　　207人

	北九州市
	　　197人

	仙台市
	　　131人

	千葉市
	　　123人

	札幌市
	　　　68人


	中核市
県庁所在地の概数

	堺市
	215人
	高松市
	72人
	市原市
	47人

	豊橋市
	177人
	藤沢市
	70人
	金沢市
	46人

	さいたま市
	170人
	静岡市
	70人
	和歌山市
	46人

	浜松市
	150人
	茨城市
	69人
	府中市
	40人

	市川市
	141人
	豊中市
	68人
	戸田市
	40人

	松山市
	114人
	川口市
	63人
	柏市
	39人

	厚木市
	112人
	久留米市
	60人
	草加市
	38人

	尼崎市
	110人
	小田原市
	57人
	富士市
	38人

	八尾市
	103人
	泉大津市
	56人
	高崎市
	36人

	船橋市
	100人
	福山市
	54人
	守口市
	36人

	那覇市
	89人
	相模原市
	53人
	新潟市
	35人

	平塚市
	88人
	姫路市
	53人
	明石市
	34人

	西宮市
	88人
	浦安市
	52人
	川越市
	32人

	宇都宮市
	79人
	鹿児島市
	51人
	
	


全国におけるホームレスの人数を把握するため、厚生労働省では、ホームレスの数の調査の取りまとめを、これまで３回行っている。１回目は、平成１１年３月に東京都２３区、指定都市、中核市、県庁所在地の比較的ホームレスが多く存在すると思われる７７の市区を対象に実施した。２回目は平成１１年１０月に、３回目を平成１３年９月にそれぞれ全国を対象に実施している。しかしながら、これらの調査は各自治体が把握している人数を厚生労働省に報告・集計したものであって、調査方法、調査時期は各自治体によって異なっていた。また、２回目、３回目の調査は、全国の都道府県に調査依頼を行ったが、すべての全国の市区町村から報告があったものではなく、報告があった市区町村数もそれぞれ異なっていた。
　なお、これまでの調査結果は以下のようである。 

	平成１１年　３月調査
	　16,247人（報告のあった自治体数　77市区）

	平成１１年１０月調査
	　20,451人（同　132市区町）

	平成１３年　９月調査
	　24,090人（同　420市区町村）


ホームレスが生活している場所としては、都市公園が 40.8％、河川が 23.3％、道路が 17.2％、駅舎が 5.0％、その他施設が 13.7％。
ホームレスの平均年齢は５５．９歳であり、年齢階層は、「55～59才」が 23.4％、「50～54才」が 22.0％、「60～64才」が 20.3％となっている。ほとんどが男性ではあるが、最近では女性や若者もみられるようになっている。
路上での生活については、生活している場所が定まっている者が 84.1％で生活場所としては、「公園」が 48.9％、「河川敷」が 17.5％を占めている。

路上の期間としては、直近のホームレスになってからの期間は、「１年未満」が 30.7％、「１年以上３年未満」が 25.6％、「３年以上５年未満」が 19.7％。５年未満の者を合計すると全体で 76.0％となる。廃品回収で収入を得、その収入と廃棄食品で自炊し、粗大ゴミ置き場から日用品を調達する。公園や河川敷にテントを建て、生活の拠点を確保する。野宿生活は確かに過酷であるものの、都市の諸資源を工夫と努力によって集積・編成すれば維持可能な生活であるかのように思える。しかし、その生活を成り立たせている基盤はもろい。野宿生活は摩滅させられる肉体を駆使することでしか維持できない。ささいな体調の悪化やけががたちまち深刻な問題としてのしかかってくるのである。就労による脱出をより困難にするだけでなく、かろうじて維持してきた生活そのものを解体してしまう恐れがあるのである。
仕事と収入の状況は、ホームレスの 64.7％が仕事をしており、その主な内訳は「廃品回収」が 73.3％を占めている。調査協力者の８割以上が現在の仕事とは別の仕事に就きたいと考えている。その中には、かなりの高齢や健康をひどく損なっている者など、現実的には就労が不可能であると考えられるものも少なくない。ここに表現されているのは単なる転職希望ではなく、現在の困難な状況を抜け出したいという切実な願いである。しかし、実際に求職活動をしている割合は４６．２％と半数近くに達しているが、脱出を願う８割に比べるとその割合はかなり低い。平均的な収入月額は、「１万円以上３万円未満」が 35.2％、「３万円以上５万円未満」が 18.9％となっている。廃品回収者の８割は一ヶ月に２０日以上は働いている。雨や体調の悪い日もあるだろうから、大部分が可能な限り毎日働いているといえる。
路上生活までのいきさつとして、路上生活の直前の職業において、建設関係の仕事が 55.2％、製造業関係の仕事が 10.5％を占めている。これはバブル崩壊後の９０年以降、建設業における就業構造の変動が隠れている。建設労働の技術革新によって求められる労働力の質に変化が起こり、不要とされた中高年の現場肉体労働力が大量に生み出されたけらではないだろうか。雇用形態は、「常勤職員・従業員（正社員）」が 39.8％、「日雇」が 36.1％を占めている。

路上生活に至った理由としては仕事が減った」が 35.6％、「倒産・失業」が 32.9％、「病気・けが・高齢で仕事ができなくなった」が 18.8％。
健康状態としては、身体の不調を訴えている者が 47.4％、このうち治療等を受けていない者が 68.4％。
福祉制度等の利用状況としては、これまでに福祉事務所へ相談に行ったことのある者が 33.1％、緊急的な一時宿泊所であるシェルターの利用を希望する者が 38.7％、自立支援センターの利用を希望する者が 38.9％、これまでに生活保護を受給したことのある者が 24.5％、これまでに何らかの支援を受けたことのある者が 72.9％であり、その主な内容は、「炊き出し」が 62.7％、「衣類や毛布の配布」が 56.5％となっている。

極貧状態を生きているだけではない。現在の私たちの社会において、野宿生活は合法/非合法の議論を別におくとしても、正当とはみなされない。野宿者の存在そのものを問題的なものとみなしがちな社会にあたって、彼らはあらかじめ否定される存在として生きなければならない。彼らの取り巻く社会環境も、その生活と生存に困難をもたらす。住民や通行人の差別的なまなざし、からかい、あからさまな忌避の態度にさらされる。それらはしばしば肉体への攻撃までに至る。マスコミが「野宿者襲撃事件」として伝えるのは、ほとんどが死という突出した結果に至った場合だけで、その背後には膨大な事件にならない被害が存在している。その被害が暗数化している事実は、人権尊重をうたう私たちの社会にあって、野宿者があからさまな人権剥奪の状況を生きていることを示している。野宿者の襲撃事件を引き起こしているのはほとんどがまだ中学生や高校生の若者である。ここで野宿者の襲撃事件をいくつか挙げてみる。

昭和58年(1983).3.1〔河川敷の野宿者に中学生グループ投石、ケガさせる〕
　京都府で河川敷の野宿者に中学生グループ投石、ケガさせる。
昭和58年(1983).8.1〔公園の野宿者、少年7人に襲われる〕
　東京都で公園の野宿者、少年7人に襲われる。
昭和58年(1983).9.20〔中高生グループ、角材で野宿者襲う、2人ケガ〕
　大阪府で中高生グループ、角材で野宿者襲う、2人ケガ。
昭和58年(1983).11.29〔少年2人、寝ていた野宿者に火をつける〕
　東京都で少年2人、寝ていた野宿者に火をつける。
昭和60年(1985).10.22〔15歳らニート5人組が面白半分にホームレス襲撃〕
　東京都板橋区の荒川河川敷で、無職少年(15～19)4人と無職(20)の5人グループが、ホームレス(42)を金属バットやバールで袋だたきにして6ヶ月の重傷を負わせて橋の下に放置、11.9に傷害で逮捕。ぶらぶらして遊んでくらしており、「浮浪者いじめ」を計画したもの。他人の名前で寿司を注文して食べて詐欺で捕まり、自供した。
昭和61年(1986).8.〔中･高校生がホームレス襲撃〕
　野宿の日雇い作業員が、中･高校生とみられるグループに大型爆竹と、こぶし大の石で集団襲撃され、2人が失明などの被害を受けた。
昭和61年(1986).10.6〔中3女子ら12人がホームレス襲撃〕
　東京都新宿区の西戸山公園で、元暴走族メンバーがホームレスを襲って逮捕された。少年(19～17)3人と見張り役の中学3年生女子2人、無職(22～20)の12人が、7.2と7.14に花火を至近距離から発射したり、石を投げたり、木刀で殴って、1人を失明させた。
昭和61年(1986).10.13〔中・高生、エアガンでホームレス襲う〕
　大阪府大阪市の四天王寺境内で、中・高生3人組が、就寝中のホームレス5人をエアガンで襲い、傷害を負わせた。
昭和61年(1986).10.18〔サバイバルゲーム中に、野宿者襲撃で高校生を逮捕〕
　大阪府でサバイバルゲーム中に、野宿者襲撃で高校生を逮捕。
昭和61年(1986).11.21〔中3ら4人がホームレス襲撃〕
　大阪府で、中学3年生4人が野宿者襲撃事件をまねて、ホームレス(48)を「早く死ね」と竹ぼうきなどで殴打した。
昭和62年(1987).1.〔中3の5人がホームレス襲撃〕
　中学3年生5人は、おもしろ半分に公園に野宿していた浮浪者をからかって棒等で暴行を加え、脳挫傷等の重傷を負わせた。
昭和62年(1987).5.14〔野宿の河川敷居住者に投石・放火した中学生5人補導〕
　兵庫県で野宿の河川敷居住者に投石・放火した中学生5人補導。
昭和62年(1987).10.29〔釜ヶ崎の野宿労働者、中高校生らにエアガンなどで襲われる〕
　大阪府で釜ヶ崎の野宿労働者、中高校生らにエアガンなどで襲われる。
昭和63年(1988).2.26〔中3ら6人組がスカッとするためホームレス襲撃〕
　東京都台東区山谷地区の路上で深夜2時、中学3年生2人、高校1年生2人、無職少年(16)2人の6人組が、日雇い人夫(46)をナイフで刺して2週間の傷害を負わせ、直後に公園で寝ていたホームレス(53)を看板で殴って2週間の傷害を負わせ、3.16に逮捕。暴走族にからまれてむしゃくしゃして、「スカッとするため」と自供。
昭和63年(1988).10.3〔中学生5人がホームレスに暴行〕
　兵庫県神戸市大倉山公園で、中学生5人が野宿者2人に消火器の泡をかけて暴行し捕まった。逃げ回るのが面白くてやったもの。
平成1年(1989).2.14〔コンバット遊びの中学生2人補導、野宿者襲う〕
　大阪府でコンバット遊びの中学生2人補導、野宿者襲う。
平成7年(1995).10.〔有職少年2人によるホームレスに対する傷害事件〕
　防水工事作業員(17歳)等2人は、鴨川右岸の橋下で寝ていた住居不定の男性(52歳)に言いがかりを付け、殴る蹴るの暴行を加え、全治1週間の傷害を負わせた。
平成7年(1995).10.〔少年3人によるホームレスに対する傷害致死事件〕
　無職少年(17歳)等3人は、公園のベンチに寝ていた被害者(69歳)に対し、「向こうに行け。」「無視するとは何事だ。」などと言いがかりを付け、頭部、顔面、腹部等を足蹴りするなどの暴行を加え、膵臓破裂による出血性ショックにより死に至らしめた。
平成9年(1997).1.〔有職少年等による傷害致死事件〕
　有職少年(17歳)、無職少年(16歳、17歳)2人、高校1年生(16歳)の4人は公園で野宿していたホームレス(46歳)に対し「ケラチョ狩り」と称して集団で殴る、蹴るの暴行を加え、外傷性くも膜下出血により死に至らしめた。なお少年の供述によれば「ケラチョ」とは「虫けらっちょ」の略。
平成12年(2000).6.15〔大学生らによるホームレス襲撃殺害事件〕
　東京都墨田区亀沢のJR総武線のガード下で深夜1時、就寝中のホームレスの男性(68)が金属バットで殴られ死亡し、4人が傷害を負った。7.25に大学生(18)、アルバイト店員(19)は、会社員(20)の3人が逮捕。「日々の生活にいらいらしていた。ホームレスを殴ったり蹴ったりすると気分がスカッとする」と自供。
平成12年(2000).7.〔高校生らによるホームレス襲撃事件〕
　高校1年生(15歳)、高校2年生2人(16歳、17歳)は、成人男性(20歳)とともに歩道上で寝ていた路上生活者2名に対して、殴る蹴るの暴行を加えるなどして、1名を暴行により死亡させ、1名に傷害を負わせた。
２００２年の１月には東京都で高校生の少年がホームレスを集団暴行して死亡させるという事件や、去年の１１月に愛知県岡崎市でホームレスの女性を中学２年生の男が強盗殺人の非行で捕まっている。襲撃の動機としてはほとんどが遊び半分であったり、いらいらや不満を野宿者の人々に向けているのである。野宿の長期化に伴って、嫌がらせを受けた経験は増加するもののトラブルの経験は変化しない。ここには野宿者の払う努力と抑制を見出すことができる。
とはいえ、野宿者と地域住民、市民との関係は敵対的な緊張関係だけではない。およそ半数の野宿者は地域住民や通行人から親切にされた経験があると答えている。地域住民や市民の中に、野宿者に対する一定の理解や同情も確かに存在する。ただし、これは親切にされた経験であって、関係の存在そのもを意味しているのではない。この半数の経験を過小評価して、敵対的な緊張が不可避であるととらえる必要はないが、過大評価することも現実的ではないだろう。野宿以外に生きていく場をもたない野宿者たち。彼らはただその状況に翻弄され、都市の諸資源によって生かされているのではない。都市の諸資源を巧みに利用しつつ野宿を生き抜いている。時に迷惑とみなされがちなその生活は野宿という環境を生き抜くためであり、否定的な反応を伴わずに生きることができない環境なのである。
３章　　久留米市のホームレスに対する取り組み

久留米市では、ホームレスの数（平成1５年１月１６日調査）では男５３人、女５人、計５８人のホームレスが確認され、その起居の場所としては公園（２４人）、河川（４人）、道路（６人）、駅舎（６人）などが主なものである｡本市では、一ヶ所で最も多い起居の場所は中央公園の８人を確認したが、その他２６ヶ所と各地に分散しているのが特徴である。このうち仕事をしているのが１３％という低い結果であり、このことから、当市での就労が困難であることが推察される。行政への要望としては、
仕事 40％（全国27.1％） ※仕事の要望が全国も多いが、当市
住居 25.7％（全国9.6％） 　ではより高くなっている。
健康 8.6％（全国3.8％）
ホームレス問題に対応するため、平成１３年１１月に保健福祉部、建設部を中心とする関係各課で構成する庁内連絡会議を設置し、情報の交換並びに対応等について協議、検討を行ってきた。その間、民間ボランティア団体とも連携し、生活保護等既存の福祉施策の活用により対応を図ってきた。また、ホームレスの生活環境、公衆衛生等の観点から、平成１４年度より保健福祉環境事務所と連携し、年１回、結核検診を行っている。また本市における民間ボランティア団体は、炊き出しや生活物資の提供、医療相談、また、福祉事務所へのつなぎ等、重要な役割を果たしており、その活動に共鳴する市民等の寄付金やボランティアによる人的支援に支えられている｡NPO法人としては毎月第２・４週目の火曜日には公園にて炊き出しが実際行われている。この日には野宿者の人達以外の一般人もまじってきており、長い列ができている。

また自立支援策の推進として次のことを目標としている。
１ 相談体制の確立
ホームレスに関する問題は、医療、健康に関するもの、仕事に関するもの、住居及び
家族、さらには地域とのあつれき等が様々に絡み合っている。これらの問題解決のため、
ホームレスに面接し、個々の内容を把握し、関係団体との連携のもとに自立に向けた支援
を行っていくための相談体制を構築する。
２ 保健・医療の確保
劣悪な環境のもとで生活しているホームレスは、健康に不安を抱えている者が多い。
そのため、健康相談、保健衛生指導等を行うことにより、ホームレスの健康状態を把握
し、疾病の予防、治療について保健、医療、福祉の連携、協力を進める。
３ 安定した居住場所の確保
ホームレスは単なる「ハウスレス」ではなく、家族、地域との関係を喪失し、安定し
た就労の機会も閉ざされているのが現状である。就業の機会が確保、又は福祉施策の活
用等により地域社会において日常生活を営むことが可能になったホームレスに対して
は、安定した居住場所の確保が必要であり、このための支援を充実する。
４ 就労機会の確保への支援
ホームレスの就労による自立を図るためには、安定した住居とともに、自らの意思に
よる自立を基本として個々の就労ニーズ、能力に応じて就労機会の確保に努めることが
重要である。このため、就業活動の支援にあたっては面接相談の充実、また、県、公共
職業安定所、ＮＰＯ等との連携が必要であり、就業に関する情報の提供、関係機関との
連絡調整を進める。
５ 生活保護法による保護の実施
ホームレスに対する生活保護の適用については、一般の者と同様であり、単にホーム
レスであることをもって当然に保護の対象となるものではなく、また、居住場所がない
ことや稼働能力があることのみをもって保護の要件に欠けることはない｡こうした点を
ふまえ、資産、稼働能力や他の諸施策等あらゆるものを活用してもなお最低限度の生活
が維持できない者について、当該ホームレスが抱える問題・状況等を把握したうえで、
必要な保護を実施する｡
６ ホームレス問題への理解の促進と人権への配慮
ホームレス問題の解決のためには地域社会全体の問題として捉え、地域住民の理解や
協力が不可欠であり、また、人権意識の普及、高揚を図る必要がある｡このため、ホー
ムレス及び住民双方の人権に配慮しつつ、地域住民のホームレスに対する偏見、差別意
識の解消の啓発に努めることが重要である｡
７ 公共施設の適正な利用の確保
公園その他の公共の施設を管理する者は、当該施設をホームレスが起居の場所とす
ることによりその適正な利用が妨げられているときは、関係部局が連絡調整し、ホー
ムレスの自立の支援等に関する施策との連携を図りつつ、ホームレスの人権に配慮し、
適正な利用の確保を図る必要がある
８ 地域福祉の推進
近年におけるホームレスの増加の背景については、経済雇用情勢の悪化、核家族化に
よる家族関係、また、地域内における住民相互の関係の希薄化等、様々な要因が考えら
れ、社会的な支援機能が低下しているのが現状であると言える｡ホームレス問題は単にそ
れだけの問題ではなく、人間関係の喪失、社会的な連帯の希薄化等社会全体の問題とし
て捉える必要がある。よって、ホームレスの問題の解決を図るためには、ホームレスの
自立を直接支援する施策を実施するとともに、新たなホームレスを生まない地域社会づ
くりを実現するため、地域福祉の推進を図ることが重要である｡
私自身、久留米の野宿者の人々と接することが数年前にあったが、はっきりとしと年齢は覚えてはいないが、６０歳はすぎていただろう。その人はリストラで野宿生活をしている人だった。家族もいるそうだが、ずいぶん会ってはいないという状態だった。帰ればお金をもらいにきたんだと思われ煙たがられていたようだ。日雇いの仕事をしたりといった生活状態であったようで、ずいぶん体のあちこちが痛いといっていた。日雇いの仕事といっても重労働ばかりなので、そんなに毎日行けるものでもなければ、そんなに毎日仕事がくるものでもない。お金が入れば仲間にお酒やたばこなどを分けていたし、またパチンコなどにも行っていたようだ。野宿者＝酔っ払いとよく思われがちだが、お酒を呑むことで辛い気持ちを紛らわしたり、寒さを紛らわしたりしているそうだ。ここの人達は食料と言えば、駅の中にあるスーパーが閉店間際になると５００円で袋３つ分くらい余りものを袋いっぱいいっぱいにして渡していた。そしてそれをまた仲間同士分け合うといった感じだ。

今では駅付近は工事され、野宿者を減らすつもりだったのか、沢山あったベンチが取り去られている。以前はこのベンチを寝床にしていた野宿の人々がいた。その場所からは野宿者がいなくなったが、いなくなっただけでまた別の場所に移動したのである。これではただ移動させただけで何の解決にもつながってはいない。
4章 終わりに
野宿者は野宿問題そのものの中において無視されるか、よくてもせいぜい施策や救済や支援の対象にとどまっているように思われる。問題の当事者と問題づくりの当事者が分裂してしまっているという現実に誰も気づけなかったように思える。それほどまでに野宿者のリアリティーは私たちから遠く、また見えにくいのかもしれない。野宿者が問題化の対象としてではなくその主体として発言できるような社会的な条件と仕組みをつくりあげる。このことを抜きにして公正な野宿問題とその解決はありえないだろう。しかし、少なくとも現状では野宿者の声はいまだ押し殺しされたままである。野宿者の現実を自分の目でみること、彼らの低く不明瞭な声を自分の耳で聞くこと、そして容易には受け入れがたい不快の現実と向き合うこと、このことが私たちに求められていることではないか。この経験を通して私たち自身の内部に潜む問題が見えてきたときに初めて野宿問題は解決可能な問題としてとらえられるだろう。
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